
 
わがまちの財政状況 

 
 
 「財政」という⾔葉は耳にしたことはあると思いますが、その内容につい
ては、専門的でわかりにくいという印象を持たれている方が多いのではない
でしょうか？ 
 これからのまちづくりは、町⺠の皆さまと職員が一緒になって知恵を出し
合い、工夫しながら進めていく必要があります。 
 そのために、「財政（予算、決算、財政状況等）」のことを知っていただき、
情報を共有することが重要となります。 
 今回の情報は、「財政」のほんの一部に過ぎませんが、現在の「わがまちの
財政状況」をご理解いただき、今後のまちづくりについての検討材料となれ
ば幸いです。 
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よく使われる「財政のことば」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

「予算」１年間の使えるお⾦がどのくらい集まるかを予測したうえで、その使い道を決める 
「予算執⾏」予算の範囲内で⾏政サービスを⾏う 
「決算」最終的にお⾦がどのくらい集まり、どのように使われたかを確認する 
※この⼀連の流れを「財政」という 

「標準財政規模」 
 家庭でいう年間所得のことで、税⾦・普通交付税などを主とし、そのまちが毎年安定して得

ることのできる収入規模のこと 

「基⾦」継続的にまちづくりをしていくために、貯めたお⾦（貯⾦）のこと   

「地方債」まちづくりをするために借りたお⾦（借⾦）のこと 
  ※道路や学校など⻑い年⽉利⽤できる施設は、次世代の⽅にも公平負担していただく意味で借⼊れする 

正確な用語解説になっていないものもあります
が、ここでは皆さんが少しでも⾔葉の意味をイ
メージしやすい表現にしています。 

「財政⼒指数」  
そのまちの財政⼒の強弱を表すもので、毎年の⾏政活動に必要なお⾦を、どのくらい⾃⼒で

調達できるかを示したもの 

「経常収⽀⽐率」  
お⾦の使い道の自由度を表すもので、毎年経常的に必要となるお⾦（給料・借⾦返済等）に

対して、そのまちが毎年経常的に得ることのできる収入（税⾦・普通交付税等）が、どのくら
い必要（充当）なのかを示したもの 

「健全化判断⽐率・資⾦不⾜⽐率」（「財政健全化法」判断基準以上→健全化計画の策定） 
介護保険や簡易⽔道、下⽔道、⽔道、病院の事業等も含め、そのまちの財政全体を評価した

もの 
（健全化判断⽐率） 
 ①実質⾚字⽐率 

・標準財政規模に対する「一般会計」の赤字の割合 
 ②連結実質⾚字⽐率 
  ・標準財政規模に対する、「全会計 」にかかる赤字の割合 
 ③実質公債費⽐率  
  ・標準財政規模に対して、借⾦返済・割賦払い等がどのくらいになったかを示したもの 
 ④将来負担⽐率 
  ・標準財政規模に対して、将来負担しなければならないお⾦（地⽅債残⾼・職員の退職 

⾦など）がどのくらいになるのかを示したもの 
 
（資⾦不⾜⽐率） 
 公営企業会計において、事業収⼊に対して、「現⾦の不⾜」がどのくらいあるかを⽰したもの 
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「会計区分」 
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「健全化基準」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 上記①〜④の４つの指標のうち、いずれかが早期健全化基準を超えると「財政健全化団体」となり、

（１）財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部監査要求の義務づけ、（２）計画実施状況を毎年度

議会に公表、（３）早期健全化が著しく困難と認められるときは知事から必要な勧告が⾏われる。 

※２ 上記①〜③の３つの指標のうち、いずれかが財政再生基準を超えると「財政再生団体」となり、（１）

財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監査要求の義務づけ、計画の実施状況の報告、公表に加え、

（２）財政再生計画を総務大臣に協議し、同意を求めることとなり、同意がなければ、災害復旧事業

費等を除き地方債の起債が制限される、（３）財政運営が計画に適合しないと認められる場合において

は、予算の変更が勧告される。 

※３ 上下水道事業・病院事業などの公営企業については、上記⑤の資⾦不⾜⽐率が経営健全化基準を超え

ると「経営健全化団体」となり、経営健全化計画を定めなければならない。 

 

３ 
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（単位：千円 ％） （単位：千円 ％）

款 款名称 平成31年度 平成30年度 比較 伸率 款 款名称 平成31年度 平成30年度 比較 伸率

1 町税 926,867 901,275 25,592 2.8 1 議会費 78,326 75,862 2,464 3.2

2 地方譲与税 138,223 147,277 △ 9,054 △ 6.1 2 総務費 1,132,207 875,063 257,144 29.4

3 利子割交付金 1,622 1,270 352 27.7 3 民生費 1,335,993 1,293,386 42,607 3.3

4 配当割交付金 2,468 1,448 1,020 70.4 4 衛生費 925,482 905,975 19,507 2.2

5 株式等譲渡所得割交付金 2,227 1,622 605 37.3 5 労働費 14,065 14,917 △ 852 △ 5.7

6 地方消費税交付金 150,231 144,438 5,793 4.0 6 農林水産業費 522,197 525,125 △ 2,928 △ 0.6

7 自動車取得税交付金 16,245 39,740 △ 23,495 △ 59.1 7 商工費 271,532 266,671 4,861 1.8

8 環境性能割交付金 11,485 0 11,485 皆増 8 土木費 1,100,713 1,244,166 △ 143,453 △ 11.5

9 地方特例交付金 2,557 2,522 35 1.4 9 消防費 292,883 260,893 31,990 12.3

10 地方交付税 2,772,158 2,739,900 32,258 1.2 10 教育費 576,432 539,294 37,138 6.9

　普通交付税 2,506,722 2,474,464 32,258 1.3 11 災害復旧費 6,331 6,387 △ 56 △ 0.9

　特別交付税 265,436 265,436 0 0.0 12 公債費 670,082 678,773 △ 8,691 △ 1.3

11 交通安全対策特別交付金 1,000 1,271 △ 271 △ 21.3 13 諸支出金費 1 1 0 0.0

12 分担金及び負担金 20,644 29,350 △ 8,706 △ 29.7 14 予備費 5,000 5,000 0 0.0

13 使用料及び手数料 130,397 127,466 2,931 2.3

14 国庫支出金 619,597 665,037 △ 45,440 △ 6.8 6,931,244 6,691,513 239,731 3.6

15 道支出金 373,355 346,241 27,114 7.8

16 財産収入 39,721 45,838 △ 6,117 △ 13.3 基金区分 平成31年度 平成30年度 比較 伸率

17 寄付金 60,003 50,003 10,000 20.0 財政調整基金 400,000 330,000 70,000 21.2

18 繰入金 597,603 480,195 117,408 24.5 減債基金 70,000 50,000 20,000 40.0

19 繰越金 35,000 35,000 0 0.0 農業振興基金 23,476 52,035 △ 28,559 △ 54.9

20 諸収入 241,052 235,310 5,742 2.4 酪農ヘルパー振興基金 2,389 2,800 △ 411 △ 14.7

21 町債 788,789 696,310 92,479 13.3 個性あるふるさとづくり基金 40,228 31,850 8,378 26.3

　普通建設事業分 586,800 410,700 176,100 42.9 職員退職手当基金 50,000 0 50,000 皆増

　病院医療機器（過疎債） 0 12,000 △ 12,000 皆減 公共施設等整備 0 2,500 △ 2,500 皆減

　消防施設整備（過疎債） 0 32,200 △ 32,200 皆減 町有林振興 10,000 3,500 6,500 185.7

　過疎債ソフト事業 68,200 72,800 △ 4,600 △ 6.3 社会教育施設等整備 1,500 7,500 △ 6,000 △ 80.0

  その他一部事務組合負担金 0 0 0 －

　臨時財政対策債 133,789 168,610 △ 34,821 △ 20.7

6,931,244 6,691,513 239,731 3.6 計 597,593 480,185 117,408 24.5計

計

【歳　入】 【歳　出】

基
金
繰
入
状
況

令和元年度の「予算」 
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平成２９年度の「決算」 
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･収入の３９．９％を占める地方交付税（平成２９年度実績）は、平成１７年度と平成３０年度の比較で約３億
４千４百万円（１０．７％）の減少。(ピーク時の平成１２年度と比較すると約１５億８百万円の減少）
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今の「財政状況」

31.0 

30.1 30.1 30.1 

28.9 28.8 

28.1 

26.7 

25.4 

20

22

24

26

28

30

32

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

普通交付税の推移（本別町）

（△0.9） （△0.9） （△0.9） （△2.1） （△2.2） （△2.9） （△4.3）

（△5.6）

413.8 

292.3 

232.5 
198.9 

107.6 

269.5 

155.2 

104.6 

149.4 

100.0 100.0 110.0 

190.0 
190.0 190.0 190.0 

230.0 

330.0 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

財政調整基金の推移（本別町）

積立

取崩

（単位：百万

億円

110.2 

78.0 

10.1 10.1 
10.1 10.2 10.1 

20.1 

4.0 
10.9 10.0 10.0 

10.0 10.0 10.0 10.0 
20.0 

50.0 

0

50

100

150

200

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

減債基金の推移（本別町）

積立

取崩

（単位：百万

円）

６

Ｈ22～Ｈ30までの総影響額

△19.8億円

- 10 -



本
別

町
一

般
会

計
基

金
の

状
況

※
H
3
0
年

度
ま

で
は

決
算

額
。

H
3
1
年

度
は

当
初

予
算

額
。

（
Ｒ

1
.
7
.
8
現

在
）

1
3
年

度
1
4
年

度
1
5
年

度
1
6
年

度
1
7
年

度
1
8
年

度
1
9
年

度
2
0
年

度
2
1
年

度
2
2
年

度
2
3
年

度
2
4
年

度
2
5
年

度
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度
3
1
年

度
財

政
調

整
6
2
2

6
4
0

6
4
3

6
4
5

6
5
3

6
5
4

8
4
5

8
4
7

9
6
1

1
,
2
7
5

1
,
4
6
8

1
,
5
9
0

1
,
5
9
8

1
,
5
1
6

1
,
5
9
6

1
,
5
6
1

1
,
4
3
6

1
,
2
5
5

8
5
6

減
債

5
5
7

6
1
2

6
0
9

5
0
3

4
5
7

4
1
5

4
1
5

4
1
6

4
1
7

5
1
6

5
8
4

5
8
4

5
8
5

5
8
5

5
8
5

5
8
5

5
8
5

5
3
9

4
6
9

特
定

目
的

1
,
0
6
5

9
0
9

8
6
4

7
7
8

7
6
2

6
5
6

1
,
1
2
1

1
,
1
4
1

1
,
1
5
8

1
,
1
5
9

1
,
2
4
0

1
,
2
7
8

1
,
4
5
5

1
,
2
8
7

1
,
3
4
8

1
,
3
6
2

1
,
4
2
3

1
,
4
2
6

1
,
3
5
8

合
計

2
,
2
4
4

2
,
1
6
1

2
,
1
1
6

1
,
9
2
6

1
,
8
7
2

1
,
7
2
5

2
,
3
8
1

2
,
4
0
4

2
,
5
3
6

2
,
9
5
0

3
,
2
9
2

3
,
4
5
2

3
,
6
3
8

3
,
3
8
8

3
,
5
2
9

3
,
5
0
8

3
,
4
4
4

3
,
2
2
0

2
,
6
8
3

（
単

位
：
百

万
円

）

6
2
2

6
4
0

6
4
3

6
4
5

6
5
3

6
5
4

8
4
5

8
4
7

9
6
1

1
,
2
7
5

1
,
4
6
8

1
,
5
9
0

1
,
5
9
8

1
,
5
1
6

1
,
5
9
6
1
,
5
6
1

1
,
4
3
6

1
,
2
5
5

8
5
6

5
5
7

6
1
2

6
0
9

5
0
3

4
5
7

4
1
5

4
1
5

4
1
6

4
1
7

5
1
6

5
8
4

5
8
4

5
8
5

5
8
5

5
8
5

5
8
5

5
8
5

5
3
9

4
6
9

1,
06

5
90

9

86
4

77
8

76
2

65
6

1,
12

1
1,

14
1

1,
15

8

1,
15

9
1,

24
0

1,
27

8
1,

45
5

1,
28

7
1,

34
8

1,
36

2
1,

42
3

1,
42

6
1,

35
8

2
,2
4
4

2
,1
6
1

2
,1
1
6

1
,9
2
6

1
,8
7
2

1
,7
2
5

2
,3
8
1

2
,4
0
4

2
,5
3
6

2
,9
5
0

3
,2
9
2

3
,4
5
2

3
,6
3
8

3
,3
8
8

3
,5
2
9

3
,5
0
8

3
,4
4
4

3
,2
2
0

2
,6
8
3

0

50
0

1,
00
0

1,
50
0

2,
00
0

2,
50
0

3,
00
0

3,
50
0

4,
00
0

1
3
年
度

1
4
年
度

1
5
年
度

1
6
年
度

1
7
年
度

1
8
年
度

1
9
年
度

2
0
年
度

2
1
年
度

2
2
年
度

2
3
年
度

2
4
年
度

2
5
年
度

2
6
年
度

2
7
年
度

2
8
年
度

2
9
年
度

3
0
年
度

3
1
年
度

財
政

調
整

減
債

特
定

目
的

合
計

（
百

万
円

）

- 11 -



本
別

町
一

般
会

計
　
地

方
債

現
在

高
の

状
況

※
H
3
0
年

度
ま

で
は

決
算

額
。

H
3
1
年

度
は

当
初

予
算

額
。

（
Ｒ

1
.
7
.
8
現

在
）

H
1
4
年

度
H
1
5
年

度
H
1
6
年

度
H
1
7
年

度
H
1
8
年

度
H
1
9
年

度
H
2
0
年

度
H
2
1
年

度
H
2
2
年

度
H
2
3
年

度
H
2
4
年

度
H
2
5
年

度
H
2
6
年

度
H
2
7
年

度
H
2
8
年

度
H
2
9
年

度
H
3
0
年

度
H
3
1
年

度

借
入

額
1
,0
3
6

1
,1
0
0

9
4
7

5
4
4

4
7
9

4
7
3

3
7
9

6
3
0

6
1
4

6
1
5

5
7
8

9
1
0

6
4
4

6
2
3

7
6
1

9
7
1

7
1
3

7
9
3

元
金

償
還

額
8
4
4

9
0
6

1
,1
6
1

9
1
1

9
3
5

9
3
3

9
0
6

9
3
2

8
5
5

7
9
3

6
8
1

6
6
0

6
6
8

6
2
9

5
5
8

6
2
9

6
2
6

6
2
6

年
度

末
残

高
8
,9
8
1

9
,1
7
5

8
,9
6
1

8
,5
9
4

8
,1
3
8

7
,6
7
8

7
,1
5
1

6
,8
4
9

6
,6
0
8

6
,4
3
0

6
,3
2
7

6
,5
7
7

6
,5
5
3

6
,5
4
7

6
,7
5
0

7
,0
9
2

7
,1
7
9

7
,3
4
6

（
単

位
：
百

万
円

）

1
,0
3
6

1
,1
0
0

9
4
7

5
4
4

4
7
9

4
7
3

3
7
9

6
3
0

6
1
4

6
1
5

5
7
8

9
1
0

6
4
4

6
2
3

7
6
1

9
7
1

7
1
3

7
9
3

84
4

90
6

1,
16

1
91

1
93

5
93

3
90

6
93

2
85

5
79

3
68

1

66
0

66
8

62
9

55
8

62
9

62
6

62
6

8
,
9
8
1
9
,
1
7
5

8
,
9
6
1

8
,
5
9
4

8
,
1
3
8

7
,
6
7
8
7
,
1
5
1

6
,
8
4
9

6
,
6
0
8

6
,
4
3
0

6
,
3
2
7

6
,
5
7
7

6
,
5
5
3

6
,
5
4
7
6
,
7
5
0

7
,
0
9
2

7
,
1
7
9

7
,
3
4
6

0

1,
00
0

2,
00
0

3,
00
0

4,
00
0

5,
00
0

6,
00
0

7,
00
0

8,
00
0

9,
00
0

10
,0

00

H
1
4年

度
H
1
5年

度
H
1
6年

度
H
1
7年

度
H
1
8年

度
H
1
9年

度
H
2
0年

度
H
2
1年

度
H
2
2年

度
H
2
3年

度
H
2
4年

度
H
2
5年

度
H
2
6年

度
H
2
7年

度
H
2
8年

度
H
2
9年

度
H
3
0年

度
H
3
1年

度

借
入

額

元
金
償
還
額

年
度
末
残
高

（
百

万

- 12 -



１．健全化判断比率

２．資金不足比率

平成28年度

―　　 ％

簡易水道特別会計 ―　　　％ ―　　 ％

○　健全化判断比率及び資金不足比率については、監査委員の審査に付した後、その
　意見を付して、9月11日開会の第３回定例町議会に報告いたしました。

公共下水道特別会計 ―　　　％ ―　　 ％

※資金不足比率は、資金不足額がないため、「―」で表示しています。

経営健全化基準
平成29年度

実質赤字比率 ―　　　％

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

―　　　％

８．７％

―　　　％

　　平成29年度本別町各会計の決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表の
　とおり、いずれの指標についても早期健全化基準、財政再生基準を下回りました。

指　標
平成29年度 平成28年度

早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

本別町

８．７％ ３５．０％

２５．０％ ２０．１％ ３５０．０％

２０．０％

２０．０％

２５．０％

―　　　％ １５．０％

３０．０％

平成２９年度決算に基づく
健全化判断比率及び資金不足比率について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第3条第1項及び第
22条第1項の規定により、本別町における平成29年度決算に基づく健全化判断比率及び
資金不足比率について公表します。

※　実質赤字比率又は連結実質赤字比率は、それぞれ実質赤字額又は連結実質赤字額が
　ないため「―」で表示しています。

水道事業会計 ―　　　％ ―　　 ％

２０．０％

国民健康保険病院事業会計 ―　　　％

　　各公営企業会計における資金不足比率については、平成29年度決算において資金不
　足を生じた公営企業がないため、該当ありません。

会計の名称
本別町
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（単位：　％）

全道平均（札幌市除く） 管内町村平均

平成２０年度 17.7 14.2 15.4 15.4 16.9

平成２１年度 15.6 13.8 14.6 14.5 15.7

平成２２年度 13.3 12.8 13.6 13.1 13.8

平成２３年度 12 11.7 12.7 11.9 12.3

平成２４年度 10.8 10.7 11.8 10.8 10.9

平成２５年度 10.6 10.0 11.1 10.0 10.0

平成２６年度 10.2 9.2 10.4 9.2 9.1

平成２７年度 9.5 8.4 9.7 8.6 8.4

平成２８年度 8.7 7.7 9.3 8.3 8.2

平成２９年度 8.7 7.3 9.2 8.3 8.1

平成１７年度において、実質公債費比率の３ヵ年平均が２０．２％となったことから、実質公債費比率による起債
許可団体となり公債費負担適正化計画を策定。
平成２０年度決算で１７．７％となり、基準値の１８％を下回りました。

実質公債費比率の状況

決算年度 本別町 全道平均 管内平均

17.7 

15.6 

13.3 

12.0 

10.8 10.6 

10.2 

9.5 8.7 
8.7 

15.4 

14.6 
13.6 

12.7 
11.8 

11.1 10.4 
9.7 

9.3 9.2 

15.4 
14.5 

13.1 
11.9 

10.8 
10.0 

9.2 8.6 8.3 8.3 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

本別町

全道市町村

管内町村

← 財政再生基
準（３５％）

← 地方債許可
制度移行基準
（１８％）

← 早期健全化基
準 （２５％）

地方税、普通交付税のように使途が特定されて
おらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、
公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費
に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普
通交付税が措置されるものを除く）に充当された
ものの占める割合です。通常、前３年度の平均値
を使用します。
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＜財政指標の状況＞

経常収支比率の推移

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
全国市町村 92.0 91.8 91.8 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5 92.8
全道市町村 92.0 92.1 91.2 87.5 88.9 88.2 87.3 89.5 87.9 90.3 91.1
管内市町村 87.2 87.1 84.8 80.6 83.1 81.9 80.9 84.6 83.6 85.6 87.0
本別町 88.8 85.7 83.9 78.2 82.0 82.6 81.5 83.0 82.1 82.1 84.9

財政構造の弾力性

4.6%

公債費比率 起債制限比率

0.2532.9%

区分 経常収支比率

0.260

82.1%

（３ヵ年平均）

84.9%

対前年度増減 2.8%

財政力指数

平成２９年度

平成２８年度

1.5%

　平成２９年度は経常収支比率が２．８ポイント悪化し８４．９％となった。これは、歳出の経常一般財源において、義務
的経費の人件費が５，９４０万６千円減となったものの、公債費が５，８４１万７千円増となり、また、歳入の経常一般財源
において、地方交付税のうち普通交付税が1億４，１１７万２千円の減となったことなどが主な要因である。

0.2%1.7%

1.3%

0.007
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全国市町村

全道市町村

管内市町村

本別町

（参考）本別町の経常収支比率
平成１4年度 83.9％
平成15年度 86.0％
平成16年度 91.7％
平成17年度 88.1％
平成18年度 88.9％

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず毎
年度経常的に収入される財源（経常一般財源）のうち、人
件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される
経費に充当されたものが占める割合です。
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